
＜資料＞ 財務指標等に基づく中長期の分析（経営指標評価）

１ 経営指標評価の仕組み 
（１）業務指標の選定

これまで京都市では，水道，下水道サービスの国際規格である「水道事業ガイドライン」，「下水道維持

管理サービス向上のためのガイドライン」から財務指標を中心とした業務指標を選定していましたが，公営

企業の全面的な「見える化」を推進することを目的に，平成27年度から策定・公表が行われた総務省の「経

営比較分析表」を踏まえ，経営比較分析表に用いられている業務指標（水道・下水道  各11指標）を網羅す

るよう，業務指標の再構成を行いました。 

事 業 指 標 数 指標選定 

水 道 24指標 
「水道事業ガイドライン」から21指標，「下水道維持管理サービス向上のためのガイド
ライン(2003年版・2007年版)」に準拠した3指標を選定 

下水道 25指標 
「下水道維持管理サービス向上のためのガイドライン(2003 年版・2007 年版)」から 15
指標（背景情報1指標を含む），「水道事業ガイドライン」に準拠した10指標を選定 

（参考１）ガイドライン 

名 称 制定主体/年月 制 定 理 由 

水道事業ガイドライン 
(公社)日本水道協会 

平成17年1月 
（平成28年3月改正） 

・サービスの向上を目標に，客観性と透明性を 
持って水道事業経営を遂行するため 

・世界に通用するスタンダードが必要 

下水道維持管理サービス向上
のためのガイドライン 
（2003年版・2007年版） 

(公社)日本下水道協会
平成15年5月 
平成19年3月 

・維持管理の成果を数値化した業務指標に基 
 づき，業務改善を実施するため 
・指標値の記号，「Fi」は2003年版,「M」,「O」
「U」,「CI」は2007年版のものとなります。 

平成19年11月にISO/TC224第7回総会が開催され，上記ガイドラインについては，それぞれ国際標準 
規格ISO 24500シリーズとして承認された（平成19年12月発行）。 

（参考２）総務省「経営比較分析表」で用いられている業務指標（水道・下水道 各１１指標） 

（区分） 水道事業 公共下水道事業 

１ 経営の健全性・効率性（８指標） 

１－① 経常収支比率（％） 経常収支比率（％） 

１－② 累積欠損金比率（％） 累積欠損金比率（％） 

１－③ 流動比率（％） 流動比率（％） 

１－④ 企業債残高対給水収益比率（％） 企業債残高対事業規模比率（％） 

１－⑤  料金回収率（％）  経費回収率（％） 

１－⑥  給水原価（円）  汚水処理原価（円） 

１－⑦  施設利用率（％）  施設利用率（％） 

１－⑧  有収率＊（％）  水洗化率（％） 

２ 老朽化の状況（３指標） 

２－①  有形固定資産減価償却率（％）  有形固定資産減価償却率（％） 

２－②  管路経年化率（％）  管きょ老朽化率（％） 

２－③  管路更新率（％）  管きょ改善率（％） 

（２）評価の手法とメリット・デメリット

評価の手法 メリット / デメリット 

指標値の 
前年度比較

メリット ・前年度からの事業の改善度が判断できる。 

デメリット
・中・長期的な動きを見ることが必要な指標もあり，前年度から1年間の数値の 
変動だけでは正確な状況把握が難しい場合もある。 

偏差値に 
よる 

大都市比較

メリット
・バラつきのある指標値分布の中で，中心からどれぐらい偏っているかが分かる。 
・平均値を50とした相対的な評価で，「全体の中での偏差値・順位」が分かる。 
・単位の異なる指標についても，同一基準での評価が可能となる。 

デメリット
・相対的な評価であるために，指標値の改善が必ずしも評価結果の改善につながらない。
・バラつきが少ない指標（例：累積欠損金比率）の場合，指標値でのわずかな差が， 

偏差値では大きな差となる可能性がある。 
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（３）前年度比較及び大都市比較の計算方法 

 ア 指標値の前年度比較  

   個々の指標で前年度値を100として当年度値を算出し，評価区分ごとに集計し平均化しました。 

  (a) 百分率（％）で表されている指標 

    当年度値 ＝ （当年度データの値 － 前年度データの値）※ ＋100 

        ※前年度の指標値が200％以上の場合，前年度比較の度合いを合わせるため，次のとおり換算を行います。 

・前年度の指標値が200～400％の場合 １／３で換算 

・前年度の指標値が400～600％の場合 １／５で換算 

  (b) 百分率以外で表される指標（回， ／万円など）

            （当年度データの値－前年度データの値）※

                  前年度データの値 

          ※(a)，(b)ともに指標値が「高い方が良い」場合が上記の式，「低い方が良い」場合は「（前年度－当年度）」 

となります。 

イ 偏差値による大都市比較 

  個々の指標では，個別データの値と大都市の平均値からバラつきの度合いを示す標準偏差を求め，偏差

値を算出し，評価区分ごとには，これを集計し平均化しました。 

（４） 記号の説明 

ア 指標の動向を示す記号の意味 

    個々の指標ごとに，その指標の目指すべき方向を白矢印の向きで示しています（ or  ）。 

指標値について，前年度に比べて改善しているときは目指すべき方向と同じ向きの白矢印で，悪化して

いるときは逆方向の黒矢印で示しています（     or     ）。また，数値に変動がないときは，横向きの

白矢印を用いています（   ）。 

（算出例）『1箇月10 当たり家庭用料金』

標準偏差 ＝ （個別データの値－大都市平均値）2の総和 

データ総数

＝ 
 (970-991)2 +(1,320-991) 2 + ……… 

大都市の数 19 ＝ 
712,138 

19 
＝ 193.6 

偏差値 ＝
10×（ 平均値991 － 個別データ970 ）※

標準偏差 193.6 
＋50 ＝ 51.1 

【指標の目指すべき方向】 【前年度実績との比較】 

指標の値が 前年度の指標値に比べて 

・高い方が良い 
・高い方が良いもの 

数値改善 数値悪化 

・低い方が良い 
・低い方が良いもの 

数値改善     数値悪化 

・数値の変動なし 

※ 計算結果が「低い方が良い」場合が上記の式，「高い方が良い」場合は「10×(個別データ － 平均値)」となります。 

当年度値 ＝ ×100＋100 
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 評価の見方 

ガイドラインNo.，指標名を記載して
います。 
準拠した水道・下水道のガイドライン
No.は括弧書きで示しています。

指標の目指すべき方向性を上下方向
の矢印で記載しています。

関連する指標同士を同じ記号で示し
ています。

ここから，経営指標値の評価結果を掲載します。 

まず，評価の見方を確認しましょう！ 

上段は，過去５箇年の指標値を掲載
しています。 
下段は，前の年度に対して，数値が
改善したのか（白矢印），悪化したの
か（黒矢印）を表示しています。 

評価結果について指標値を中心に分
析しています。特に重要な箇所に下線
を引いて示しています。

評価区分を記載しています。 
①から⑦まであります。

ポイント

ポイント

ポイント

平成30年度の指標値を記載しています。 
「偏差値，順位」では，上段に偏差値を，下段に指標ごとの 
順位を記載し，大都市（水道19都市，下水道21都市）の中での
京都市の位置を示しています。

指標値の推移を確認することがポイントですね！ 
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（１）水道事業

① 収 益 性

偏差値
順位

121.0 121.3 121.1 118.5 119.0 55.8

  ％ ％ ％ ％ ％ 6位

113.1 113.8 113.8 108.0 109.7 52.9

％ ％ ％ ％ ％ 8位

0.106 0.105 0.103 0.097 0.093 40.7

回 回 回 回 回 16位

☆は同じ記号で関連する指標を示しています。〈☆⑥料金「供給単価」(P30)，☆⑦費用「給水原価」(P31)〉

＜評価結果の分析＞

平成28年度

(営業収益－受託工事収益)/[（期首固定資産+期末固定資産）/2]

指標の説明

　「経常収支比率」は，前年度に比べ給水収益が減少したものの，配水管更事業の推進に
よる漏水量の減少に伴う漏水修繕経費の減少，動力費の単価減少,支払利息等の減少，退
職手当制度見直し等により，経常収益以上に経常費用が減少したため，前年度と比べ0.5
ポイント上昇し，119.0パーセントとなりました。今後とも，更なる効率化の推進など，
経常費用の削減を図ります。

「料金回収率」は，配水管更新スピードアップにより漏水量が減少したことによる漏水
修繕経費の減少及び，支払利息の減少により給水原価が減少しました。前年度との比較で
は1.7ポイント上昇し，109.7パーセントとなりました。前年度に引き続き100パーセント
を上回っていることから，事業運営に必要な経費を水道料金収入で確保できていることが
分かります。

「固定資産回転率」は，給水収益の減少及び，配水管更新スピードアップによる取得資
産の増加により固定資産が増加したことから，前年度に比べ0.004ポイント低下しまし
た。今後も，節水型社会の定着により水需要の減少傾向が続くことが予想されるため，水
需要に見合った施設規模の在り方について検討を続けます。

算　出　式
指標名・目指すべき方向 平成30年度平成29年度平成27年度

●

●

●

（供給単価／給水原価）×100

給水に係る費用のうち，水道料金で回収している
割合で，経営状況の健全性を示し，高い方が良い。
※100％以上であれば，給水収益で水の供給に要する経費を賄
えていることを示す。

　固定資産に対する営業収益の割合により，1年間
に固定資産の何倍の営業収益があったかを示す。
高い方が固定資産が有効に稼働していると言える。
※未稼働資産がある場合には注意を要する。

 C102
経常
収支比率

　経常費用が経常収益でどの程度賄われているか
を示す。高い方が経常利益の割合が多い。
※100％以上であれば，経常収益で経常費用を賄えており，黒字
であると言える。

〔(営業収益＋営業外収益)/(営業費用＋営業外費用)〕×100

☆

平成26年度

 C113
料金回収率

 C122
固定資産
回転率

水道事業の収益性は
どうなっているんだろう。

繰入金への依存度

繰入金への依存度を示す指標として繰入金比率
がありますが，そのうち維持管理費に充てる繰入
金の割合を示す指数が「繰入金比率（収益的収入
分）」，投資的経費に充てる繰入金の割合を示す
指数が「繰入金比率（資本的収入分）」です。
京都市では，国の基準で一般会計が負担すべき

とされている経費等を繰り入れており，水道料金
を財源とした独立採算による健全な経営が維持で
きています。

○繰入金比率
収益的収入分
（損益勘定繰入金／収益的収入）×100

１.８％
資本的収入分
（資本勘定繰入金／資本的収入）×100
１３.９％
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② 資産・財務

偏差値
順位

76.1 77.3 74.5 65.5 64.3 44.9

％ ％ ％ ％ ％ 13位

582.0 580.1 585.7 611.7 595.9 24.2

％ ％ ％ ％ ％
19位

41.3 42.2 43.2 45.3 46.9 26.0

％ ％ ％ ％ ％ 19位

85.4 101.3 89.1 84.0 68.9 31.9

％ ％ ％ ％ ％ 19位

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 －

％ ％ ％ ％ ％
－

＜評価結果の分析＞

指標の説明
算　出　式

指標名・目指すべき方向

(建設改良のための企業債償還元金/当年度減価償却費)×100

平成26年度

 C121
企業債償還元金対
減価償却費比率

　投下資本の回収と再投資との間のバランスを見る
指標で，低い方が良い。

平成30年度平成29年度平成28年度平成27年度

 C112
給水収益に対する
企業債残高の割合

 C119
自己資本
構成比率

 C104
累積欠損金比率

（企業債残高／給水収益）×100

　給水収益に対する企業債残高の割合を示す。低
いほど効率的と言える。
※平成29年度の指標値611.7％とは，1年間に得られる給水収益
に対して，約6年分の企業債残高があることを示している。

　短期債務に対する支払能力を示し，高い方が良
い。

〔当年度未処理欠損金/（営業収益－受託工事収益）〕×100

(流動資産/流動負債)×100

〔(資本金＋剰余金＋評価差額など＋繰延収益)/負債・資本合計〕×100

　「企業債償還元金対減価償却費比率」は，配水管及び，太秦庁舎等の昨年度に取得し
た資産の増加により減価償却費が増加したことから，前年度と比べ1.2ポイント改善しま
した。また，「給水収益に対する企業債残高の割合」は，給水収益が減少したものの，
企業債残高の削減割合が給水収益の減少割合を上回ったことににより，前年度と比べ
15.8ポイント低下（改善）しました。

「自己資本構成比率」は，当年度純利益及び，一般会計からの出資金を確保したこと
により資本金が増加したため，前年度と比べ1.6ポイント上昇し，46.9パーセントとなり
ました。

「流動比率」は，1年以内に返済期限が到来する企業債（借換債を含む）が前年度に比
べ増加したため流動負債が増加し，前年度に比べ15.1ポイント低下しているものの，償
還のための資金については平成31年度予算において措置しているため，資金不足は発生
しません。

「累積欠損金比率」は，引き続き0パーセントとなっており，累積欠損金は発生してお
りません。

　本市では，安価な水道料金（「⑥料金」参照）を維持するため，管路や施設の改築更
新の財源の多くを企業債に依存してきました。その結果，企業債の利息が経営を圧迫
し，減価償却費で回収した自己資金の多くを企業債の償還（返済）に充てており，「②
資産・財務」の指標値は全体的に低くなっています。こうした状況を踏まえ，平成25年
度には，改築更新のための利益を確保できるように料金改定を実施しました。このよう
な取組を通じて，今後，企業債残高の削減を進めるなど，財務体質の強化を図ります。

●

●

●

●

●

　営業収益に対する累積欠損金の割合を示す。事
業の経営状況の健全性により，一概にどの程度まで
の累積欠損金が許容されるかの目安はないが，で
きる限り低い方が望ましい。
※平成29年度末時点で，本市含め全大都市で0.0％であったた
め，偏差値・順位を－としている。

　総資本に占める自己資本の割合から財務の健全
性を示す。事業の安定化のため，高い方が良い。
※水道事業ガイドラインの改正により，「繰延収益」を分子に算入
することとなった。

 C118
流動比率

ここでは，水道事業の
財務体質を確認するよ。
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③ 老朽化対策

偏差値
順位

45.2 46.0 46.5 44.9 45.9 58.7

％ ％ ％ ％ ％
4位

30.6 32.3 33.6 32.4 34.3 36.1

％ ％ ％ ％ ％
18位

0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 55.3

％ ％ ％ ％
％

6位

＜評価結果の分析＞

　「有形固定資産減価償却率」は，既存施設の更新を進め，新規資産の取得が増加して
いるものの，これまでと同様に改築更新を上回るペースで配水管や施設の老朽化が進ん
だため，前年度と比べ1.0ポイント悪化し，45.9パーセントとなりました。今後，管路や
施設の老朽化が進んでいく（P32参照）ことを踏まえ，施設マネジメントを実践すること
により，既存施設を有効活用しつつ，必要な改築更新を進めます。

「法定耐用年数超過管路率」は，配水管更新スピードアップにより，段階的に更新率
を引き上げいるものの，これまでと同様に改築更新を上回るペースで配水管や施設の老
朽化が進んだため，前年度と比べて1.9ポイント悪化しました。

「管路の更新率」は，前年度と比べ0.1ポイント向上し，1.2パーセントとなりまし
た。
　本市では，これまでから配水管更新のスピードアップに努めてきた（市内中心部にお
ける配水管の更新率は，平成20～24年度の平均0.5％から平成30年度には1.3％を達成）
ところであり，今後も，平成30年3月に策定した新たな経営ビジョンに基づき，補助配水
管を含めて更新のペースアップ図ることで，老朽化した管路の解消を計画的・効率的に
進めます。

　法定耐用年数を超えた管路延長の割合を示した
指標で，管路の老朽化度合を示している。低い方
が良い。

（法定耐用年数を超過した管路延長/管路延長）×100

 B504
管路の更新率

　当該年度に更新した管路延長（送水管・導水管・
配水管・補助配水管の合計）の割合を表した指標
で，管路の更新ペースや状況を把握できる。一般
的には高い方が望ましい。
※更新率については，管路の実耐用年数と更新に係る事業費の
平準化を勘案し，設定している。

（当該年度に更新した管路延長/管路延長）×100

●

●

●

 B503
法定耐用年数
超過管路率
（管路経年化率）

指標の説明
算　出　式

(Fi3)
有形固定資産
減価償却率

　有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却が
どの程度進んでいるかを表す指標で，資産の老朽
化度合を示している。低い方が良い。

（有形固定資産減価償却累計額
/有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価）×100

指標名・目指すべき方向 平成26年度 平成30年度平成29年度平成28年度平成27年度

水道施設の老朽化対策の
状況はどうなっているのかな。

今後の配水管更新について
平成30年3月に策定した新たな経営ビ

ジョン「京（みやこ）の水ビジョン －あ
すをつくる－」では，補助配水管からの漏
水件数が増加していることを受けて，これ
らの管路も含めた配水管全体の更新率を
1.5％まで引き上げることとしています。
更新の対象は，昭和34 52年に敷設した

耐震性の劣る初期ダクタイル鋳鉄管であり，
これを「老朽配水管」と位置付け，ビジョ
ンの計画期間中に，その解消率を76％まで
向上させることを目標として掲げています。

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

政令市

平均

H20-24
平均

H29 H30 R元
予定

R2
以降

更新率

注 補助配水管を含む配水管全体の更新率であり，

政令市平均はH28実績である。

- 7 -



④ 施設の効率性

偏差値
順位

67.4 66.1 65.2 68.2 67.6 56.5

 ％ ％ ％ ％ ％ 5位

73.2 71.6 69.6 72.3 72.8 55.5

％ ％ ％ ％ ％
5位

6.8 6.6 6.4 5.9 5.8 39.6

㎥/万円 ㎥/万円 ㎥/万円 ㎥/万円 ㎥/万円
18位

87.3 88.7 90.4 90.4 90.7 43.1

％ ％ ％ ％ ％
14位

は同じ記号で関連する指標を示しています。

＜評価結果の分析＞

　「施設利用率」は，節水型社会の定着により，１日平均配水量が減少したことで，前
年度と比べ0.6ポイント悪化し67.6パーセントとなりました。「最大稼働率」は，夏場
の気温が前年度と比較して高かったことにより１日最大配水量が増加し，0.5ポイント
改善し72.8パーセントとなりました。「固定資産使用効率」は，年間配水量については
減少した一方で，配水管更新スピードアップによる取得資産の増加により，前年度と比
べ１万円当たり0.1立方メートル低下し，5.8立方メートルとなりました。

　今後においても，節水型社会の定着により水量の減少傾向が続くことが予想されるた
め，水需要に見合った施設規模の在り方について検討を続けます。

　給水された水道水がどの程度収益につながっているかを示す「有収率」は，節水型社
会の定着により，有収水量及び，年間配水量共に減少したものの，年間配水量の減少が
有収水量の減少率を上回ったため，前年度から0.3ポイント増加し，90.7パーセントと
なりました。

　本市の有収率は長期的には着実に上昇しており，漏水量の年間配水量に占める割合は
0.2ポイント改善し，4.6パーセントとなったものの，引き続き，老朽化した配水管の更
新に加え，潜在漏水調査，迅速な漏水修繕工事等の漏水対策に取り組むなど，更なる有
収率の向上に努めていきます。

●

●

　有形固定資産に対する年間総配水量の割合で
あり，高いほど施設が効率的なことを意味する。

　年間の配水量に対する有収水量（料金収入の対
象水量）の割合を示すもので，水道施設及び給水
装置を通して供給される水がどの程度収益につな
がっているかを示す。高いほど良い。

(年間有収水量/年間配水量)×100

(年間配水量/有形固定資産)×10,000

 C123
固定資産
使用効率

 B112
有収率＊

 B105
最大稼働率

 B104
施設利用率

(1日最大配水量/施設能力)×100

算　出　式
指標の説明

　1日当たりの施設能力に対する最大配水量の割
合から水道施設の効率性を示す。一般的には，高
いほど効率的とされる。
※100％に近い場合には施設能力に余裕がなくなることから，安
定給水に問題を残しているとも言える。

(1日平均配水量/施設能力)×100

　1日当たりの施設能力に対する平均配水量の割
合から，水道施設の効率性を総括的に判断する。
一般的には，高いほど効率的とされる。

平成30年度指標名・目指すべき方向 平成26年度 平成29年度平成28年度平成27年度

施設は効率的に
使用されているのかな。
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⑤ 生 産 性

偏差値
順位

46,337 47,706 49,431 48,058 50,721 43.5

千円/人 千円/人 千円/人 千円/人 千円/人 12位

279 287 297 289 305 44.0

千 /人 千㎥/人 千㎥/人 千㎥/人 千㎥/人 13位

319 324 329 319 336 44.6

千 /人 千㎥/人 千㎥/人 千㎥/人 千㎥/人 13位

＜評価結果の分析＞

●

●

●

生産性の指標は，職員数に対する「給水収益」，「有収水量」，「配水量」の相対的
比率であり，一概にこれらのみで比較するものではなく，給水コストとの関係に留意す
る必要があります。また，この数値は，水需要の変動など事業を取り巻く環境や，業務
の委託，用水供給事業体からの水道水の受水（※）の有無など事業の運営形態の影響を
大きく受けます。

平成30年度は，節水型社会の定着により，有収水量，給水収益，年間配水量が減少し
た一方で，中期経営プラン（2018-2022）に掲げた職員定数の削減に取り組んだ結果，
「職員1人当たり給水収益」，「職員1人当たり有収水量」，「職員1人当たり配水量」は
それぞれ前年度に比べ改善しました。

京都市では，平成8年度から継続して効率化推進計画を着実に推進し，職員数を削減し
てきました。今後も,平成30年度から始まったプランである「中期経営プラン（2018-
2022）」に基づき，更なる経営の効率化を進め，生産性の向上に努めます。

※用水供給事業体から受水している大都市は11都市（仙台市，さいたま市，川崎市，横浜市，新潟市，浜

松市，堺市，神戸市，岡山市，広島市，福岡市）あります。

平成26年度

 C107
職員1人当たり
給水収益

 C124
職員1人当たり
有収水量

算　出　式
指標名・目指すべき方向

指標の説明

算出式の損益勘定所属職員数とは，維持管理部門に従事する職員数であり，年度末の職員数である。

給水収益／損益勘定所属職員数

　職員1人当たりの生産性について，給水収益を基
準として把握するための指標。高いほど職員1人当
たりの生産性が高い。
※業務委託や受水の有無など事業背景を考慮する必要がある。

年間総有収水量／損益勘定所属職員数

 (C124)
職員1人当たり
配水量

平成29年度平成28年度

年間配水量／損益勘定所属職員数

　職員1人当たりの生産性について，配水量を基準
として把握するための指標高いほど職員1人当たり
の生産性が高い。
※業務委託や受水の有無など事業背景を考慮する必要がある。

　職員1人当たりの生産性について，有収水量を基
準として把握するための指標。高いほど職員1人当
たりの生産性が高い。
※業務委託や受水の有無など事業背景を考慮する必要がある。

平成30年度平成27年度

職員1人当たりの
生産性をチェックするよ。

上記の指標について，分母に「委託料を平均給与で割ることにより職員数に換算した値と
損益勘定所属職員数との合計」を使用すると以下のようになります。

○ 職員1人当たり給水収益 33,888千円/人 大都市順位 ９位
○ 職員1人当たり有収水量 204千 /人 大都市順位 １１位
○ 職員1人当たり配水量 225千 /人 大都市順位 ９位

委託料を含めて算出した場合，京都市においては，大都市の中では職員1人当たりの生産性が
比較的高くなります。

委託を考慮した生産性
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⑥ 料　金

偏差値
順位

166.3 166.2 166.3 166.4 166.3 50.9

円/ 円/ 円/ 円/㎥ 円/
12位

970 970 970 970 970 51.3

円 円 円 円 円
8位

2,740 2,740 2,740 2,740 2,740 48.5

円 円 円 円 円
13位

☆ は同じ記号で関連する指標を示しています。〈☆①収益性「料金回収率」(P25)，☆⑦費用「給水原価」(P31)〉

＜評価結果の分析＞

　１箇月に10 使用した場合における水道料金を
示し，お客さまサービスの観点からは低い方が良
い。
※水道事業は必要な経費のほとんどを料金収入で賄っているこ
とから，適正な料金水準による収入が必要。

－

　１立方メートル当たりの水道水の平均価格を示す「供給単価」は，前年度と比べ0.1円
下がり（改善），166.3円となりました。大都市の平均値は168.8円であり，京都市は大
都市の平均値より１立方メートル当たり2.5円（1.5パーセント）安価な料金で水道水を
供給しています。
　１立方メートル当たりの水道水の給水に係るコストを示す「給水原価」は，「⑦費
用」で示すように151.6円となっており，「①収益性」の「料金回収率」で示すように，
水道水を製造し，給水する経費は，水道料金収入で確保できています。

　京都市では平成25年10月検針分から平均＋9.6パーセントの料金改定を実施しました
が，京都市の「1箇月10 当たり家庭用料金」は970円で，大都市の平均値994円に比べて
24円安価になっています。また，「１箇月20 当たり家庭用料金」（※）は2,740円で，
大都市平均値の2,655円に比べて85円高くなっています。

※「１箇月当たり20 当たり家庭用料金」の大都市比較は，口径別料金体系を採用している都市について
は，京都市で使用の多い20ミリメートルの口径の料金で比較しました。

 C116
1箇月
10㎥当たり
家庭用料金

 C117
1箇月
20㎥当たり
家庭用料金

●

●

●

指標名・目指すべき方向
指標の説明
算　出　式

給水収益／年間総有収水量

平成26年度 平成30年度平成29年度平成28年度平成27年度

☆

　世帯人数2～3人の平均的な世帯の１箇月の使用
水量を想定している。お客さまサービスの観点から
は低い方が良い。
※適正な料金設定の考え方については上記に同じ。

－

　有収水量1 当たり，どれだけの収益を得ている
かを示す。低い単価で水道水を供給する方が望ま
しいことから，低い方が良い。
※料金回収率の観点から見ると，供給単価が著しく給水原価を
下回るのは好ましくない。

 C114
供給単価

京都市の
水道料金を見てみよう。

※都市名の下の( )内の数字は順位を表しています。

（円/㎥）

大都市供給単価

168.8 166.3 

212.3 208.9 212.8 
196.2 

147.3 
170.1 

145.4 
126.9 126.0 

160.2 160.3 164.9 173.4 
156.1 149.6 145.4 

219.2 

165.4 
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⑦ 費　用

偏差値
順位

147.0 146.0 146.1 154.1 151.6 52.7

円/
円/

円/ 円/ 円/
9位

76.4 76.2 77.4 79.3 75.6 56.7

円/ 円/ 円/ 円/ 円/ 5位

70.6 70.6 69.8 74.8 76.0 45.2

円/
円/

円/ 円/ 円/
14位

☆は同じ記号で関連する指標を示しています。〈☆①収益性「料金回収率」(P25)，☆⑥料金「供給単価」(P30)〉

＜評価結果の分析＞

資本費(減価償却費＋支払利息－長期前受金戻入）／年間有収水量

(M80)
給水原価
（維持管理費）

(M90)
給水原価
（資本費）

　給水原価のうち，資本費分（減価償却費及び支払
利息等）を示す。低廉な水道水の供給のために，ど
の程度コストを抑えられているかを判断するための
指標で，低い方が良い。
※水道事業ガイドラインの改正に合わせ，「長期前受金戻入」を
控除項目として分子に算入した。

☆

　給水原価のうち，維持管理費分（人件費及び物件
費）を示す。低廉な水道水の供給のために，どの程
度コストを抑えられているかを判断するための指標
で，低い方が良い。

〔経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価
＋附帯事業費)-資本費〕／有収水量

 C115
給水原価

指標名・目指すべき方向
指標の説明

　有収水量1 当たり，どれだけの費用が掛かって
いるかを示す。低廉な水道水の供給のために，どの
程度コストを抑えられているかを判断するための指
標で，低い方が良い。
※水道事業ガイドラインの改正により，「長期前受金戻入」を控除
項目として分子に算入することとなった。

〔経常費用-(受託工事費+材料及び不用品売却原価
+附帯事業費+長期前受金戻入)〕/年間有収水量

平成26年度

算　出　式
平成30年度平成29年度平成28年度平成27年度

　１立方メートル当たりの水道水を製造し，給水するコストを示す「給水原価」は，退
職手当制度見直しや，支払利息の減少，配水管更新事業の推進による漏水量の減少に伴
う漏水修繕経費の減少等の経常費用の減少，また，節水型社会の定着による有収水量の
減少により，前年度より2.5円下がり（改善），151.6円となりました。大都市の平均値
は158.3円であり，京都市は大都市の平均値より１立方メートル当たり6.7円（4.4パーセ
ント）少ないコストで水道水を製造し，給水しています。

　１立方メートル当たりの水道水の平均価格を示す「供給単価」は，「⑥料金」で示す
ように166.3円となっています。「①収益性」の「料金回収率」で示すように，水道水を
製造し，給水する経費は，水道料金収入で確保できています。
　今後，節水型社会の定着により水量の減少傾向が続くことが予想されるため，経営の
効率化を推進し，費用の削減を図ることで給水コストの縮減に努めます。

●

●

水道水をつくるための
費用はどうかな。

（円/㎥）

大都市給水原価

※都市名の下の( )内の数字は順位を表しています。

158.3 151.6 
172.9 

198.0 191.2 200.7 
170.3 170.5 
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（参考）主な都市との偏差値の比較

① 82年 ⑥ 625人 ① 121年 ⑥ 3,640人 ① 131年 ⑥ 1,513人
② 1,957,986人 ⑦ 6,104km ② 13,543,090人 ⑦ 27,952km ② 3,749,040人 ⑦ 9,412km
③ 835,200 /日 ⑧ 5箇所 ③ 6,859,500 /日 ⑧ 11箇所 ③ 1,820,000 /日 ⑧ 3箇所
④ 176,682千 /年 ⑨ 表流水ダム ④ 1,481,197千 /年 ⑨ ダム，表流水 ④ 379,880千 /年 ⑨ 受水，ダム

⑤ 37,505,322千円 ⑩ 0% ⑤ 290,636,212千円 地下水　他 ⑤ 64,606,171千円 表流水

⑩ 0% ⑩ 0.0%

① 104年 ⑥ 1,255人 ① 107年 ⑥ 665人 ① 124年 ⑥ 1,318人
② 2,453,324人 ⑦ 8,582km ② 1,461,571人 ⑦ 4,260km ② 2,728,981人 ⑦ 5,227km
③ 1,424,000 /日 ⑧ 3箇所 ③ 738,778 /日 ⑧ 21箇所 ③ 2,430,000 /日 ⑧ 3箇所
④ 263,518千 /年 ⑨ 表流水，ダム ④ 165,295千 /年 ⑨ 表流水，伏流水 ④ 371,399千 /年 ⑨ 表流水

⑤ 42,219,247千円 ⑩ 0% ⑤ 27,490,894千円 受水，地下水 ⑤ 59,553,519千円 ⑩ 0%
⑩ 0%

① 118年 ⑥ 690人 ① 120年 ⑥ 634人 ① 96年 ⑥ 503人
② 1,519,586人 ⑦ 5,187km ② 1,232,014人 ⑦ 4,840km ② 1,533,275人 ⑦ 4,188km
③ 846,901 /日 ⑧ 6箇所 ③ 626,001 /日 ⑧ 9箇所 ③ 777,787 /日 ⑧ 5箇所
④ 172,736千 /年 ⑨ 表流水，ダム ④ 127,237千 /年 ⑨ 表流水，ダム ④ 145,419千 /年 ⑨ 表流水，ダム

⑤ 29,949,945千円 受水 ⑤ 19,040,445千円 伏流水，受水他 ⑤ 31,874,409千円 受水，地下水他

⑩ 90.9% ⑩ 33.0% ⑩ 32.9%
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0
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大阪市

水道事業背景情報（凡例） 平成３０年度末時点
①供用開始後経過年数 ②現在給水人口 ③給水能力 ④年間総有収水量 ⑤給水収益
⑥職員数 ⑦導送配水管延長 ⑧浄水場数 ⑨水源の種類 ⑩給水量に占める受水量の割合

他の都市と比べてみよう。

0
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50

75
札幌市

0

25

50

75
東京都

0

25

50

75
横浜市

0
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50
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神戸市

0
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50
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名古屋市

0
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50

75

京都市収益性

資産・財務

老朽化

対策

施設の効率性生産性

料金

費用
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（２）公共下水道事業

① 収 益 性
偏差値
順位

110.0 110.2 110.8 109.8 109.4 54.1

％ ％ ％ ％ ％ 9位

118.9 119.1 120.8 116.0 115.5 56.0

％ ％ ％ ％ ％
6位

0.059 0.060 0.060 0.059 0.060 63.3

回 回 回 回 回 3位

は同じ記号で関連する指標を示しています。〈 ⑥使用料「使用料単価」(P37)， ⑦費用「汚水処理原価」(P38)〉

＜評価結果の分析＞

●

●

●

「経常収支比率」は，節水型社会の定着等により下水道使用料収入が減少したことに
加え，支払利息の減少により一般会計繰入金の減少が，費用（物件費や減価償却費）の
減少を上回ったことにより，前年度と比べ0.4ポイント低下し，109.4パーセントとなり
ました。今後は，更なる効率化の推進など，経常費用の削減を図ります。

「経費回収率」は，費用（汚水処理費）の減少以上に収入（下水道使用料収入）が減
少したことにより，前年度と比べ0.5ポイント低下し，115.5パーセントとなりました。
指標値は低下したものの，100パーセントを上回っていることから，事業運営に必要な経
費を使用料収入で確保できていることが分かります。

「固定資産回転率」は，下水道使用料収入の減少等により営業収益が減少したもの
の，固定資産は取得以上に償却が進んだことで減少したことから，前年度と比べ0.001ポ
イント向上しました。

指標の説明
算　出　式

指標名・目指すべき方向

経常費用が経常収益でどの程度賄われているかを
示す。高い方が経常利益の割合が多い。
※100％以上であれば，経常収益で経常費用を賄えており，黒字
であると言える。

平成29年度平成26年度

 M30
経常収支比率

平成30年度平成27年度 平成28年度

(営業収益－受託工事収益)/[（期首固定資産+期末固定資産）/2]

固定資産に対する営業収益の割合により，1年間に
固定資産の何倍の営業収益があったかを示す。高
い方が固定資産が有効に稼働していると言える。
※未稼働資産がある場合には注意を要する。

〔(営業収益＋営業外収益)/(営業費用＋営業外費用)〕×100

（下水道使用料収入／汚水処理費）×100

(C122)
固定資産回転率

 M100
経費回収率

汚水処理に要する費用のうち，下水道使用料で回
収している割合で，経営状況の健全性を示し，高い
方が良い。
※100％以上であれば，使用料収入で汚水処理に要する経費を
賄えていることを示す。

公共下水道事業の収益性は
どうなっているんだろう。

公共下水道事業の収支構造の特徴は，雨水
処理に要する経費が一般行政の負担とされて
おり，一般会計からの繰入金である雨水処理
負担金の収入が，下水道使用料と並んで収入
の大きな部分を占めていることです。
京都市では，国の基準で一般会計が負担す

べきとされている経費以外の繰入金が収入に
占める割合は0.13パーセント（大都市平均
は2.09パーセント）と低く，独立採算制に
よる健全な経営が維持できています。

繰入金への依存度

○繰入金比率
収益的収入分
（損益勘定繰入金／収益的収入）×100
43.2％

資本的収入分
（資本勘定繰入金／資本的収入）×100
7.0％
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② 資産・財務
偏差値
順位

101.4 101.1 101.5 103.4 102.7 44.9

％ ％ ％ ％ ％ 15位

606.8 539.3 519.8 499.7 465.5 59.2

％ ％ ％ ％ ％ 3位

52.4 53.9 54.8 56.0 57.9 51.3

％ ％ ％ ％ ％ 8位

75.8 78.1 73.6 51.3 46.9 43.8

％ ％ ％ ％ ％ 15位

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 53.9

％ ％ ％ ％ ％ 1位

＜評価結果の分析＞

　「固定資産対長期資本比率」は，企業債の削減により企業債残高は減少したが，取得以
上に減価償却費が増加したことから固定資産の減少額が大きかったため，前年度と比べ
0.7ポイント減少（改善）し，102.7パーセントとなりました。

　「企業債残高対事業規模比率」は，節水型社会の定着等により下水道使用料収入が減少
した一方で，企業債残高の減少により，前年度と比べ34.2ポイント改善し，465.5パーセ
ントとなりました。

　「自己資本構成比率」は，当年度純利益の確保に加え，企業債残高の削減等により財務
体質を強化したことにより，前年度と比べ1.9ポイント向上し，57.9パーセントとなりま
した。

「流動比率」は，返済期限が到来した企業債の償還が多かったことから現金預金が減少
し，流動資産が減少したことから，前年度から4.4ポイント低下しているものの，償還の
ための資金については令和元年度予算において措置しているため，資金不足は発生しませ
ん。

　「累積欠損金比率」は，引き続き0パーセントとなっており，平成30年度においても，
累積欠損金は発生しておりません。

●

●

●

●

●

指標の説明
算　出　式

平成26年度

　営業収益に対する累積欠損金の割合を示す。事
業の経営状況の健全性により，一概にどの程度まで
の累積欠損金が許容されるかの目安はないが，でき
る限り低い方が望ましい。

 Fi25
固定資産対
長期資本比率

 Fi 7
累積欠損金比率

指標名・目指すべき方向 平成30年度

　総資本に占める自己資本の割合から財務の健全
性を示す。事業の安定化のため，高い方が良い。
※水道事業ガイドラインの改正に合わせ，「繰延収益」を分子に
算入した。

〔当年度未処理欠損金/(営業収益－受託工事収益)〕×100

(流動資産/流動負債)×100

平成27年度

　固定資産の調達がどの程度，長期資本の範囲内
で調達されているかを示す。低い方が良い。
※水道事業ガイドラインの改正に合わせ，「繰延収益」を分母に
算入した。

固定資産/（固定負債＋資本金＋剰余金＋繰延収益）×100

〔(資本金＋剰余金＋評価差額など＋繰延収益)
/負債・資本合計〕×100

平成28年度 平成29年度

 Fi24
自己資本
構成比率

　短期債務に対する支払能力を示し，高い方が良
い。

(C118)
流動比率

 (C112)
企業債残高対
事業規模比率

　下水道使用料収入に対する企業債残高の割合を
示す。低いほど効率的と言える。
※平成29年度の指標値499.7％とは，1年間に得られる下水道使
用料収入に対して，約5年分の企業債残高があることを示してい

る。

〔（企業債現在高合計－一般会計負担額）/
（営業収益－受託工事収益－雨水処理負担金）〕×100

ここでは，公共下水道事業の
財務体質を確認するよ。
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③ 老朽化対策
偏差値
順位

47.4 48.6 49.9 50.8 51.9 40.1

％ ％ ％ ％ ％
18位

10.4 12.5 14.6 15.1 16.3 39.2

％ ％ ％ ％ ％ 19位

0.4 0.3 0.5 0.2 0.3 50.2

％ ％ ％ ％ ％
7位

＜評価結果の分析＞

指標の説明
算　出　式

 Fi 3
有形固定資産
減価償却率

　有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却が
どの程度進んでいるかを表す指標で，資産の老朽
化度合を示している。低い方が良い。

（有形固定資産減価償却累計額/
有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価）×100

指標名・目指すべき方向 平成26年度 平成30年度平成27年度 平成28年度 平成29年度

（改善（更新・改良・修繕）管きょ延長/下水道維持管理延長）×100

 Op10
施設の経年化率
（管きょ）

　耐用年数を超えた管きょ延長の割合を示した指標
で，管きょの老朽化度合を示している。低い方が良
い。

（耐用年数超過管きょ延長/下水道維持管理延長）×100

 Op30
管きょ改善率

　当該年度に更新した管きょ延長の割合を表した指
標で，管きょの更新ペースや状況を把握できる。高
い方が良い。

　「有形固定資産減価償却率」は，これまでと同様に改築更新を上回るペースで減価償却
費が増加した（老朽化が進んだ）ため，前年度と比べ1.1ポイント上昇（悪化）しまし
た。本指標値は，過去５箇年以上続して上昇（悪化）しており，継続して施設の老朽化が
進んでいることが分かります。今後，可能な限り既存施設を有効活用しつつ，必要な改築
更新を進めていきます。

　「施設の経年化率（管きょ）」は，これまでと同様に改築更新を上回るペースで管きょ
の老朽化が進んだため，前年度と比べ1.2ポイント上昇（悪化）し，16.3パーセントとな
りました。
　なお，京都市は古くから下水道整備に着手しているため，他都市に比べて耐用年数を超
えた管きょの割合が多くなる傾向にあります。

　「管きょ改善率」は，前年度と比べ0.1ポイント向上し，0.3パーセントとなりました。
今後，平成30年3月に策定した新たな経営ビジョンに基づき，老朽化した管路の改築更新
のペースアップを図るとともに，老朽化した管路や重要な管路の中でも，特に破損等のリ
スクが高い旧規格の管路について，布設替えや管更生（既設管の内部に新しい管を設置）
を進めることで優先度を踏まえた改築更新を推進します。

●

●

●

下水道施設の老朽化対策の状況は
どうなっているのかな。

水道・下水道管路の老朽化について

本市では，事業拡張期（水
道事業では昭和40年 50年代，
公共下水道事業では昭和50年
代 平成初期）に大量の管路
や施設を整備しましたが，こ
れらの管路等が順次耐用年数
を迎え，老朽化が進んでいま
す。

仮に今後更新を行わない場
合，約20年後には，水道管路
（配水管），下水道管路とも
に約７割が老朽化する（耐用
年数を超える）見通しです。

34.3%

74.4%

16.3%

72.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H30 5年後 10年後 15年後 20年後 25年後 30年後

水道管路 約4,250km

下水道管路 約4,200km

水道・下水道管路の老朽化見通し
（仮に今後更新を行わなかった場合の試算結果）

更新を行わない場合，20年後には

管路の大半が老朽化してしまう！

更新には莫大な事業費が

必要となる！

老朽化率

（％）
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④ 施設の効率性

偏差値
順位

60.3 59.8 59.1 59.6 58.7
46.4

％ ％ ％ ％ ％

13位

95.7 96.0 94.5 99.5 94.6 54.0

％ ％ ％ ％ ％
4位

4.89 5.28 5.20 5.05 5.09 65.4

㎥/万円 ㎥/万円 ㎥/万円 ㎥/万円 ㎥/万円
3位

57.7 55.7 56.6 57.9 58.1 31.3

％ ％ ％ ％ ％
20位

99.1 99.1 99.2 99.1 99.2 55.2

％ ％ ％ ％ ％
11位

は同じ記号で関連する指標を示しています。

＜評価結果の分析＞

 (B104)
施設利用率

　施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対す
る，一日平均処理水量の割合であり，施設の利用
状況や適正規模を判断する指標である。高いほど
良い。
※ただし，100％に近い場合には施設能力に余裕がなく，安定
的な処理に問題を残しているといえる。

（晴天時一日平均処理水量／処理能力）×100

　雨天時を含む1日最大処理水量がどれぐらいかを
表す指標。効率性の観点から，100％を基準値とし
て偏差値を算出した。
※雨天時を含むため，100％を超えているからといって，処理能
力が不足しているとは限らない。

（1日最大処理水量／処理能力）×100

(B105)
1日最大
稼働率

指標の説明
算　出　式

指標名・目指すべき方向 平成26年度 平成30年度平成27年度 平成28年度 平成29年度

　年間の汚水処理水量に対する有収汚水量（使用
料収入の対象水量）の割合から，施設の稼働状況
が収益につながっているかどうかを示す。高いほど
良い。
※汚水処理水量には流入汚水量を用いている。

（年間有収汚水量／年間総汚水処理水量）×100

(C123)
固定資産
使用効率

 M20
有収率＊

 CI140
水洗化率

　現在処理区域内人口のうち，実際に水洗便所を
設置（浄化槽による設置を除く）して汚水処理をし
ている人口の割合を表した指標であり，高い方が
良い。

（現在水洗便所設置済人口/現在処理区域内人口）×100

（年間総処理水量／有形固定資産）×10000

　有形固定資産に対する年間総処理水量の割合
から，施設の稼働状況が収益につながっているか
どうかを示す。高いほど施設が効率的なことを意味
している。

「施設利用率」は有収汚水量の減少に伴い，処理水量が減少し，前年度と比べ0.9ポイ
ント，「１日最大稼働率」は１日最大処理水量が低下したため，指標値は4.9ポイント低
下しました。（京都市では，下水道区域の約40パーセントが雨水と汚水を同じ管きょで
排除する合流式下水道＊であるため，これらの指標は降雨量の影響により増減しやすいも
のとなっています。）
「固定資産使用効率」は0.04ポイント向上し，大都市の中では高い値を示しており，

効率的に施設整備を行ってきたと言えます。
　今後も，将来の水需要の減少を考慮し，施設規模の適正化に向けた取組を推進するこ
とで，効率的な施設体系を構築していきます。

「有収率」は，前年度と比べ0.2ポイント向上し，58.1パーセントとなりました。施設
利用率等と同様に本指標も降雨量の影響を受けやすいものですが，恒常的に流入する浸
入水も無視できないことを踏まえ，今後も老朽化した管路の改築更新を進めつつ，浸入
水の効果的な削減方法を検討することで指標値の向上に努めます。

「水洗化率」は，前年度と比べ0.1ポイント向上し，99.2パーセントとなりました。今
後も，個々の未水洗家屋の状況に応じたきめ細やかな勧奨を粘り強く実施し，未水洗家
屋の早期解消に努めます。

●

●

●

施設は効率的に
使用されているのかな。
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⑤ 生 産 性

偏差値
順位

55,450 57,805 60,238 57,725 58,063 39.4

千円/人 千円/人 千円/人 千円/人 千円/人
19位

454 473 492 472 476 41.7

千 /人 千 /人 千 /人 千 /人 千 /人

18位

872 966 978 913 920 46.0

千 /人 千 /人 千 /人 千 /人 千 /人

13位

＜評価結果の分析＞

●

●

●

指標名・目指すべき方向

(C107)
職員1人当たり
使用料収入

指標の説明
平成26年度

算　出　式

　職員1人当たりの生産性について，使用料収入を
基準として把握するための指標。高いほど職員1人
当たりの生産性が高い。
※業務の委託や事業の運営形態など事業背景を考慮する必要
がある。

平成30年度平成27年度 平成28年度 平成29年度

職員１人当たりの生産性の指標は，地方公営企業法の適用の違いにより，人事等総務部
門を公営企業で行う場合と一般行政部門で行う場合など事業の運営形態の影響を大きく受
けます。また，京都市のように，合流式下水道を多く採用している事業体では，処理場に
流れ込む雨水は下水道使用料の対象ではなく，有収汚水量にも含まれないため，分流式下
水道の割合が高い事業体に比べると，指標値が低くなる傾向にあります。

平成30年度は，節水型社会の定着等により有収汚水量が減少した一方で，効率化推進計
画により職員数が減少したため，「職員１人当たり使用料収入」，「職員1人当たり有収
汚水量」,「職員1人当たり総処理水量」はそれぞれ前年度に比べ向上しました。

京都市では，平成8年度から継続して効率化推進計画を着実に推進し，職員数を削減し
てきました。今後も，平成30年度から始まったプランである「中期経営プラン（2018-
2022）」に基づき，更なる経営の効率化を進め，生産性の向上に努めます。

下水道使用料収入／損益勘定所属職員数

算出式の損益勘定所属職員数とは，維持管理部門に従事する職員数であり，年度末の職員数である。

年間有収汚水量／損益勘定所属職員数

職員1人当たりの生産性について，有収汚水量を基
準として把握するための指標。高いほど職員1人当
たりの生産性が高い。
※業務の委託や事業の運営形態など事業背景を考慮する必要
がある。
※水道事業ガイドラインの改正に合わせ，分子を「全職員数」か
ら「損益勘定所属職員数」に変更した。

年間総処理水量／損益勘定所属職員数

　職員1人当たりの生産性について，処理水量を基
準として把握するための指標。高いほど職員1人当
たりの生産性が高い。
※業務の委託や事業の運営形態など事業背景を考慮する必要
がある。
※水道事業ガイドラインの改正に合わせ，分子を「全職員数」か
ら「損益勘定所属職員数」に変更した。

(C124)
職員1人当たり
総処理水量

(C124)
職員1人当たり
有収汚水量

上記の指標について，分母に「委託料を平均給与で割ることにより職員数に換算
した値と損益勘定所属職員数との合計」を使用すると以下のようになります。

○ 職員1人当たり使用料収入 24,624千円/人 大都市順位 15位
○ 職員1人当たり総処理水量 390千 /人 大都市順位 5位
○ 職員1人当たり有収汚水量 202千 /人 大都市順位 9位

委託料を含めて算出した場合，京都市においては，大都市の中では職員1人当たり
の生産性が比較的高くなります。

職員1人当たりの
生産性をチェックするよ。

委託を考慮した生産
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⑥ 使 用 料

偏差値
順位

122.0 122.3 122.4 122.2 122.0 57.9

円/ 円/ 円/ 円/ 円/
6位

700 700 700 700 700 55.2

円 円 円 円 円 8位

1,830 1,830 1,830 1,830 1,830 54.4

円 円 円 円 円
6位

は同じ記号で関連する指標を示しています。〈 ①収益性「経費回収率」(P32)， ⑦費用「汚水処理原価」(P38)〉

＜評価結果の分析＞

●

●

●

１立方メートル当たりの下水道使用料の収益を示す「使用料単価」は，下水道使用料収
入の減少により，前年度と比べ0.2円下がり（改善），122.0円となりました。大都市の平
均値は141.9円であり，京都市は大都市の平均値よりも１立方メートル当たり19.9円
（14.0パーセント）安価な使用料で下水道を使用いただいています。

１立方メートル当たりの汚水の処理コストを示す「汚水処理原価」は，「⑦費用」で示
すように105.6円となっており，「①収益性」の「経費回収率」で示すように，汚水処理
に必要な経費は下水道使用料収入で確保できています。

京都市では平成25年10月検針分から平均△3.0パーセントの使用料改定を実施しまし
た。京都市の「1箇月10 当たり家庭用料金」は700円で，大都市平均値840円よりも140円
安価になっています。また，「1箇月20 当たり家庭用使用料」は1,830円となり，大都市
平均値2,031円よりも201円安価になっています。

算　出　式
指標名・目指すべき方向

指標の説明

　　１箇月に10 使用した場合における下水道使用
料を示し，お客さまサービスの観点からは低い方が
良い。
※下水道事業は必要な経費のほとんどを使用料収入で賄って
いることから，適正な使用料水準による収入が必要。

　有収汚水量1 当たり，どれだけの収益を得てい
るかを示し，低い方が良い。
※経費回収率の観点から見ると，使用料単価が著しく汚水処理
原価を下回るのは好ましくない。

平成26年度

下水道使用料収入／年間有収汚水量

　世帯人数2～3人の平均的な世帯の１箇月の汚水
量を想定している。お客さまサービスの観点からは
低い方が良い。
※適正な料金設定の考え方については上記に同じ。

－

－

平成30年度平成27年度 平成28年度 平成29年度

 U120
1箇月
20㎥当たり
家庭用使用料

 M60
使用料単価

(3016)
1箇月
10㎥当たり
家庭用使用料

京都市の
下水道使用料を見てみよう。

※都市名の下の( )内の数字は順位を表しています。

大都市使用料単価

（円/㎥）

(21)
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⑦ 費　用

偏差値
順位

102.6 102.7 101.3 105.4 105.6 60.1

円/ 円/ 円/ 円/ 円/
3位

44.4 44.9 44.8 48.1 49.1 58.1

円/ 円/ 円/ 円/ 円/
4位

58.2 57.8 56.5 57.3 56.5 58.4

円/ 円/ 円/ 円/ 円/
4位

は同じ記号で関連する指標を示しています。〈 ①収益性「経費回収率」(P32)， ⑥使用料「使用料単価」(P37)〉

＜評価結果の分析＞

●

●

●

１立方メートル当たりの汚水の処理コストを示す「汚水処理原価」は，前年度に比べ
0.2円上がり（悪化），105.6円となりました。大都市の平均値は131.4円であり，京都市
は大都市の平均値より1立方メートル当たり25.8円（19.6パーセント）少ないコストで汚
水を処理しています。

「汚水処理原価（維持管理費）」は，施設の修繕等による経費の増加により前年度に比
べ1.0円上がりました（悪化）。「汚水処理原価（資本費）」は，支払利息等の削減に努
めたことにより，前年度に比べ0.8円下がりました（改善）。

１立方メートル当たりの下水道使用料の収益を示す「使用料単価」は，「⑥使用料」で
示すように122.0円となっており，「①収益性」の「経費回収率」で示すように，汚水処
理に必要な経費は下水道使用料収入で確保できています。

今後，節水型社会の定着に加え，人口減少により水量の減少傾向が続くことが予想され
るため，経営の効率化を推進し，費用の削減を図ることで汚水処理コストの縮減に努めま
す。

　有収汚水量1 当たり，どれだけの費用が掛かって
いるかを示す。汚水処理に要する経費を，どの程度
抑えられているかを判断するための指標で，低い方
が良い。
※水道事業ガイドラインの改正に合わせ，「長期前受金」を控除
項目として分子に算入した。

汚水処理費（減価償却費ベース）／年間有収汚水量

　汚水処理原価のうち，資本費分（減価償却費及び
企業債利息等）を示す。汚水処理に要する資本費
を，どの程度抑えられているかを判断するための指
標で，低い方が良い。
※水道事業ガイドラインの改正に合わせ，「長期前受金」を控除
項目として分子に算入した。

汚水処理費（資本費）／年間有収汚水量

 M70
汚水処理原価

 M80
汚水処理原
価（維持管
理費）

 M90
汚水処理原
価（資本
費）

指標名・目指すべき方向

汚水処理費（維持管理費）／年間有収汚水量

平成26年度
指標の説明
算　出　式

　汚水処理原価のうち，維持管理費分（給与費及び
物件費）を示す。汚水処理に要する経費をどの程度
抑えられているかを判断するための指標で，低い方
が良い。

平成30年度平成27年度 平成28年度 平成29年度

汚水をきれいにするのに，
どのくらいかかるのかな。

※都市名の下の( )内の数字は順位を表しています。

（円/㎥）

大都市汚水処理原価

(21)
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（参考）主な都市との偏差値の比較

① 61年 ⑥ 491人 ① 107年 ⑥ 2,259人 ① 68年 ⑥ 835人

② 1,950,500人 ⑦ 2,152km ② 9,505,133人 ⑦ 1,934km ② 3,747,095人 ⑦ 5,047km

③ 1,173,800 /日 ⑧ 2,072km ③ 6,403,000 /日 ⑧ 1,772km ③ 2,212,500 /日 ⑧ 3,664km

④ 374,367千 /年 ⑨ 4,058km ④ 1,546,259千 /年 ⑨ 12,406km ④ 544,542千 /年 ⑨ 3,187km

⑤ 19,383,821千円 ⑩ 10箇所 ⑤ 159,194,909千円 ⑩ 14箇所 ⑤ 56,177,173千円 ⑩ 11箇所

① 111年 ⑥ 950人 ① 88年 ⑥ 527人 ① 107年 ⑥ 384人

② 2,273,800人 ⑦ 2,749km ② 1,402,400人 ⑦ 2,214km ② 2,716,387人 ⑦ 61km

③ 1,900,500 /日 ⑧ 89km ③ 1,266,650 /日 ⑧ 168km ③ 2,722,000 /日 ⑧ 53km

④ 431,870千 /年 ⑨ 5,048km ④ 347,839千 /年 ⑨ 1,832km ④ 615,123千 /年 ⑨ 4,845km

⑤ 31,368,644千円 ⑩ 15箇所 ⑤ 21,947,638千円 ⑩ 5箇所 ⑤ 38,349,470千円 ⑩ 13箇所

① 67年 ⑥ 331人 ① 67年 ⑥ 391人 ① 88年 ⑥ 275人

② 1,513,331人 ⑦ 4,097km ② 1,141,180人 ⑦ 2,276km ② 1,536,410人 ⑦ 3,471km

③ 700,200 /日 ⑧ 657km ③ 497,275 /日 ⑧ 1,423km ③ 704,200 /日 ⑧ 3,030km

④ 185,557千 /年 ⑨ 90km ④ 157,899千 /年 ⑨ 848km ④ 204,568千 /年 ⑨ 690km

⑤ 18,833,596千円 ⑩ 6箇所 ⑤ 19,920,192千円 ⑩ 6箇所 ⑤ 28,023,784千円 ⑩ 6箇所

下水道事業背景情報（凡例） 平成３０年度末時点
①建設事業開始後経過年数 ②現在処理区域内人口 ③現在処理能力 ④年間総処理水量
⑤下水道使用料収入 ⑥職員数 ⑦汚水管延長 ⑧雨水管延長 ⑨合流管延長 ⑩終末処理場数

他の都市と比べてみよう。
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